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24-D-0302 

2024 年 5 月 31 日  
   
   

三井住友信託銀行株式会社が実施する 
東京建物株式会社に対する 

ポジティブ・インパクト評価に係る第三者意見 
 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、三井住友信託銀行株式会社が東京建物株式会社に実施するポジティ

ブ・インパクト評価に対し、第三者意見書を提出しました。 

＜要約＞ 

本第三者意見は、三井住友信託銀行株式会社（三井住友信託銀行）が東京建物株式会社（「同社」と

し、また、同社及び同社の連結子会社を総称して「同社グループ」とする）に実施するポジティブ・イ

ンパクト評価（本 PI評価）に対して、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が策定した「PIF

原則」及び「資金使途を限定しない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」（モデル・フレ

ームワーク）への適合性、並びに環境省の ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2項(4)に基づき設

置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォース（PIF TF）が纏めた「インパクトファイナ

ンスの基本的考え方」との整合性を確認したものである。株式会社日本格付研究所（JCR）は、PIF第

4 原則で推奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、独立した第三者機関として、(1)本 PI 評

価の合理性及び本 PI評価に基づくファイナンスのインパクト、並びに(2)三井住友信託銀行の PIF評価

フレームワーク及び本 PI評価の PIF原則に対する準拠性等について確認を行った。なお、本第三者意

見は 2024年 5月 31日付の本 PI評価を対象としており、有効期限は本 PI評価に準じる。 

 

(1)本 PI評価の合理性及び本 PI評価に基づくファイナンスのインパクト 

同社は、1896年（明治 29年）に安田善次郎氏により設立された旧安田財閥系の総合不動産会社。東

京都心部でオフィスビル賃貸を展開するビル事業と分譲住宅や賃貸住宅を展開する住宅事業が収益の

柱となっている。さらに不動産流通事業や駐車場事業等のアセットサービス事業、ホテル・ゴルフ場・

温浴施設などのリゾート事業に加え、保育事業、ファンド事業、海外事業なども展開している。 

同社は、企業理念「信頼を未来へ」のもと、長期ビジョンとして「次世代デベロッパーへ」を発表

し、サステナブルな社会の実現に向けた様々な課題解決のために、デベロッパーが果たす役割も大き

く変わるべきだと考え、事業を通じて「社会課題の解決」と「企業としての成長」をより高い次元で両

立することで、すべてのステークホルダーにとっての「いい会社」を目指している。長期ビジョンの達

成に向けて、14 のマテリアリティを特定し、関連する SDGs へ貢献をしながら、自社の企業価値向上

とサステナブルな社会の実現を図るとしている。各マテリアリティは、進捗モニタリング指標（KPI）

で進捗を管理し、サステナビリティ委員会で目標実現に向けた事業活動をフォローと適切な指示をし、

着実な PDCAを実践している。 

本 PI評価では、同社の事業活動全体に対する包括的分析が行われた。同社のサステナビリティ活動

も踏まえ、インパクト領域につき特定のうえ「(1)「場の価値」と「体験価値」の創出」、「(2)地球環境

との共生」、「(3)価値を創造する人材、サステナリビリティ経営の実現」の 3 項目のインパクトが選

定された。そして、各インパクトに対して KPI が設定された。インパクト(1)～(3)は、いずれも同社の

マテリアリティに係るものである。今後、これら 3 項目のインパクトに係る KPI 等に対して、モニタ

リングが実施される予定である。 

JCRは、本 PI評価におけるインパクト特定の内容について、モデル・フレームワークに示された項
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目に沿って確認した結果、適切な分析がなされていると評価している。また、本 PI評価の KPIに基づ

くインパクトについて、PIF原則に例示された評価基準に沿って確認した結果、多様性・有効性・効率

性・追加性が期待されると評価している。当該 KPI は、上記のインパクト特定及びのサステナビリテ

ィ活動の内容に照らしても適切である。さらに、本 PI評価におけるモニタリング方針について、本 PI

評価のインパクト特定及び KPIの内容に照らして適切であると評価している。従って JCRは、本 PI評

価において、持続可能な開発目標（SDGs）に係る三側面（環境・社会・経済）を捉えるモデル・フレ

ームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モニタリング）が、十分に活用されて

いると評価している。 

 

(2)三井住友信託銀行の PIF評価フレームワーク及び本 PI評価の PIF原則に対する準拠性等 

JCR は、三井住友信託銀行の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況、

並びに同社に対する PI 評価について確認した結果、PIF 原則における全ての要件に準拠していると評

価している。また、本 PI評価は「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であると評価し

ている。 

 

以上より、JCRは、本 PI評価が PIF原則及びモデル・フレームワークに適合していること、また「イ

ンパクトファイナンスの基本的考え方」と整合していることを確認した。 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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＜要約＞ 

本第三者意見は、三井住友信託銀行株式会社（三井住友信託銀行）が東京建物株式会社（「同社」とし、また、

同社及び同社の連結子会社を総称して「同社グループ」とする）に実施するポジティブ・インパクト評価（本 PI

評価）に対して、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）が策定した「PIF 原則」及び「資金使途を限定し

ない事業会社向け金融商品のモデル・フレームワーク」（モデル・フレームワーク）への適合性、並びに環境省の

ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項(4)に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフ

ォース（PIF TF）が纏めた「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合性を確認したものである。株式

会社日本格付研究所（JCR）は、PIF 第 4 原則で推奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、独立した第

三者機関として、(1)本 PI 評価の合理性及び本 PI 評価に基づくファイナンスのインパクト、並びに(2)三井住友信

託銀行の PIF 評価フレームワーク及び本 PI 評価の PIF 原則に対する準拠性等について確認を行った。なお、本第

三者意見は 2024 年 5 月 31 日付の本 PI 評価を対象としており、有効期限は本 PI 評価に準じる。 

(1) 本 PI 評価の合理性及び本 PI 評価に基づくファイナンスのインパクト 

同社は、1896 年（明治 29 年）に安田善次郎氏により設立された旧安田財閥系の総合不動産会社。東京都心部で

オフィスビル賃貸を展開するビル事業と分譲住宅や賃貸住宅を展開する住宅事業が収益の柱となっている。さら

に不動産流通事業や駐車場事業等のアセットサービス事業、ホテル・ゴルフ場・温浴施設などのリゾート事業に

加え、保育事業、ファンド事業、海外事業なども展開している。 

同社は、企業理念「信頼を未来へ」のもと、長期ビジョンとして「次世代デベロッパーへ」を発表し、サステナ

ブルな社会の実現に向けた様々な課題解決のために、デベロッパーが果たす役割も大きく変わるべきだと考え、

事業を通じて「社会課題の解決」と「企業としての成長」をより高い次元で両立することで、すべてのステーク

ホルダーにとっての「いい会社」を目指している。長期ビジョンの達成に向けて、14 のマテリアリティを特定し、

関連する SDGs へ貢献をしながら、自社の企業価値向上とサステナブルな社会の実現を図るとしている。各マテ

リアリティは、進捗モニタリング指標（KPI）で進捗を管理し、サステナビリティ委員会で目標実現に向けた事業

活動をフォローと適切な指示をし、着実な PDCA を実践している。 

本 PI 評価では、同社の事業活動全体に対する包括的分析が行われた。同社のサステナビリティ活動も踏まえ、

インパクト領域につき特定のうえ「(1)「場の価値」と「体験価値」の創出」、「(2)地球環境との共生」、「(3)価

値を創造する人材、サステナリビリティ経営の実現」の 3 項目のインパクトが選定された。そして、各インパク

トに対して KPI が設定された。インパクト(1)～(3)は、いずれも同社のマテリアリティに係るものである。今後、

これら 3 項目のインパクトに係る KPI 等に対して、モニタリングが実施される予定である。 

JCR は、本 PI 評価におけるインパクト特定の内容について、モデル・フレームワークに示された項目に沿って

確認した結果、適切な分析がなされていると評価している。また、本 PI 評価の KPI に基づくインパクトについて、

PIF 原則に例示された評価基準に沿って確認した結果、多様性・有効性・効率性・追加性が期待されると評価して

いる。当該 KPI は、上記のインパクト特定及びのサステナビリティ活動の内容に照らしても適切である。さらに、

本 PI 評価におけるモニタリング方針について、本 PI 評価のインパクト特定及び KPI の内容に照らして適切であ

ると評価している。従って JCR は、本 PI 評価において、持続可能な開発目標（SDGs）に係る三側面（環境・社

会・経済）を捉えるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モニタリング）

が、十分に活用されていると評価している。 

(2) 三井住友信託銀行の PIF 評価フレームワーク及び本 PI 評価の PIF 原則に対する準拠性等 

JCR は、三井住友信託銀行の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況、並びに同社に

対する PI 評価について確認した結果、PIF 原則における全ての要件に準拠していると評価している。また、本 PI

評価は「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であると評価している。 
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以上より、JCR は、本 PI 評価が PIF 原則及びモデル・フレームワークに適合していること、また「インパクト

ファイナンスの基本的考え方」と整合していることを確認した。 
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I. 第三者意見の位置づけと目的 

JCR は、三井住友信託銀行が同社に実施する PI 評価に対して、UNEP FI の策定した PIF 原則及びモデル・フレ

ームワーク、並びに PIF TF の纏めた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に沿って第三者評価を行った。

本 PI 評価は、三井住友信託銀行及び三井住友信託銀行の承諾を得た他の金融機関が、同社に対し PIF として実施

する複数のファイナンスで参照することが想定されている。PIF とは、SDGs の目標達成に向けた企業活動を、金

融機関等が審査、評価することを通じて促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該

企業活動が与えるポジティブなインパクトを特定、評価のうえ、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 

PIF 原則は 4 つの原則からなる。第 1 原則は、SDGs に資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティ

ブな成果を確認でき、ネガティブな影響を特定し対処していること、第 2 原則は、PIF 実施に際し、十分なプロセ

ス、手法、評価ツールを含む評価フレームワークを作成すること、第 3 原則は、ポジティブ・インパクトを測る

プロジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについての透明性を確保するこ

と、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価されていることである。 

本第三者意見は、PIF 第 4 原則で推奨されている評価の透明性及び客観性確保のため、JCR が独立した第三者機

関として、本 PI 評価の合理性及び本 PI 評価に基づくファイナンスのインパクト、並びに三井住友信託銀行の PIF

評価フレームワーク及び本 PI 評価の PIF 原則に対する準拠性等を確認し、本 PI 評価の PIF 原則及びモデル・フレ

ームワークへの適合性、並びに「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合性について確認することを

目的とする。 

II. 第三者意見の概要 

本第三者意見は、三井住友信託銀行が同社に対して 2024 年 5 月 31 日付で実施する PI 評価への意見表明であ

り、以下の項目で構成されている。 

＜本 PI 評価の合理性等について＞ 

1. 同社のサステナビリティ活動の概要 

2. インパクト特定の適切性評価 

3. KPI の適切性評価及びインパクト評価 

4. モニタリング方針の適切性評価 

5. モデル・フレームワークの活用状況評価 

＜PIF 原則に対する準拠性等について＞ 

1. 三井住友信託銀行の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況が PIF 原則に準拠

しているか 

2. 三井住友信託銀行が定めた社内規程に従い、同社に対する PI 評価を適切に実施できているか 
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III. 本 PI 評価の合理性等について 

本項では、本 PI 評価におけるモデル・フレームワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モ

ニタリング）の活用状況と、本 PI 評価に基づくファイナンスのインパクト（①多様性、②有効性、③効率性、④

倍率性、⑤追加性）について確認する。 

 

1-1. 事業概要 
同社グループの事業は以下の 3 セグメントより構成されている。なお、下記に含まれないその他事業（クオリ

ティライフ事業、資産運用事業、海外事業）が存在する。 

図表 1 同社の事業概要 

セグメント 事業内容 

ビル事業 国際都市東京を中心に、都市開発事業、オフィスビル・商業施設等

の開発・運営事業のほか、ビルメンテナンス業、保全・リニューア

ル工事等のサービス事業を展開。 

住宅事業 「Brillia」ブランドでマンション等の開発・分譲・販売・賃貸・管

理等の分譲マンション事業のほか、投資家向け物件売却事業を展

開。 

アセットサービス事業 不動産の売買・仲介・コンサルティングを中心とする不動産仲介事

業及び駐車場の開発・運営等の駐車場事業のほか、アセットソリュ

ーション事業を展開。 

出典：第 205 期有価証券報告書及び統合報告書を基に三井住友信託銀行作成 

1-2. 同社の経営戦略及び中期経営計画の概要 
同社グループは、企業理念「信頼を未来へ」のもと、持続的成長と中長期的な企業価値の向上を目指すため、

2030 年頃を見据えた長期ビジョン「次世代デベロッパーへ」、及びその実現に向けた経営計画としてグループ中

期経営計画（2020～2024 年度）を策定した。 

長期ビジョンでは、「社会課題の解決」と「企業としての成長」をより高い次元で両立し、SDGs 達成への貢献

を果たすことを掲げており、また、グループ中期経営計画では、長期ビジョン実現に向けて、「５つの重点戦略」

と「ESG 経営の高度化」を着実に推進することを掲げている。「ESG 経営の高度化」では、企業価値の向上と社

会価値の向上をより高い次元で実現するため、グループ全体でサステナビリティ施策の推進に積極的に取り組ん

でおり、環境対策の強化、人材の確保・育成、ステークホルダーの関係強化などに注力している。 
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図表 2 ロードマップ 2030 

 

出典：同社ホームページ 
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図表 3 サステナビリティ推進上の重要テーマ 

 

出典：長期ビジョン・中期経営計画（2020-2024）説明資料 

1-3. サステナビリティに関する体制及び運営方法に対する意見 

(1) サステナビリティに関する方針と組織体制 

事業環境の変化が激しくなるなか、ESG 経営の重要性が高まったことを背景に、2020 年に長期ビジョンの策定

及びサステナビリティ推進体制の整備を行い、グループ一丸となって持続的な成長のための取り組みを進めてい

る。 

同社グループは、サステナビリティ施策をグループ全社で横断的に推進するため、社長を委員長とする「サス

テナビリティ委員会」を設置するとともに、下部組織として「サステナビリティ推進協議会」及び「人権分科会」

を設置している。サステナビリティ委員会は、グループ経営会議、リスクマネジメント委員会、内部統制委員会

と並ぶ同社社長直轄の会議体と位置付け、役付執行役員等、コーポレート部門各部長、ビル事業の技術部門長及

びその他審議等事項の専門性を考慮して委員長が指名する者を構成員としている。サステナビリティ推進部が事

務局を務め、原則として年 2 回以上開催し、同社グループのサステナビリティに関する方針の策定、体制の整備、

指標や目標の設定、進捗状況のモニタリングや評価に関する事項等について審議及び協議している。サステナビ

リティ委員会での審議及び協議事項のうち重要な事項は取締役会に付議又は報告され、取締役会は、サステナビ

リティに関する重要な事項の決定、対応状況のモニタリング等を行い、監督している。なお、2023 年度には同委

員会を 5 回開催し、「GHG 排出削減目標の 1.5℃水準への引き上げ」、「ビル事業にて保有する不動産での再エ

ネ導入目標の前倒し」などを審議し、「脱炭素社会の推進」に係るすべての目標について強化・前倒しを行って

いる。 

サステナビリティ推進協議会では、委員会での決定事項の共有や検討事項の事前協議、同社グループのサステ

ナビリティ推進に関する進捗状況の報告・協議等を行っている。また人権分科会では、人権に関する委員会での

決定事項の推進や取り組み状況の報告・協議等を行っている。 

サステナビリティ委員会が年間を通じて複数回開催され、審議事項の取締役会への付議または報告により、取

締役会が監督する体制が構築されており、実効性のあるサステナビリティ体制が担保されていると三井住友信託

銀行は判断した。 
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図表 4 同社グループ長期ビジョン 

 

出典：同社ホームページ 

図表 5 ESG 経営体制 

 

出典：同社ホームページ 
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(2) マテリアリティ 

同社は事業につながる社会課題を幅広くとらえるため、2019 年に国際的な課題、国内特有の課題、業界特有の

課題（都市再生基本方針、国家戦略特別区域基本方針）等を考慮し、同社グループが検討すべき社会課題をもと

にマテリアリティを特定した。その後の社会情勢や価値観の変化を受け、2020 年にマテリアリティの見直しを実

施し、外部専門家の助言や各種イニシアチブへの参画、社内外のステークホルダーとのコミュニケーションを通

して得た知見を活用して検討し、長期ビジョンからのバックキャスティングにより、14 のマテリアリティ（事業

との関連性が高い重要課題）を特定している。 

マテリアリティの特定にあたり、同社グループ及びステークホルダーの視点から評価を行い、有識者の意見も

踏まえた上で、経営陣による議論を経て、マテリアリティの決定がなされており、マテリアリティの特定の過程

において、多様なステークホルダーや経営層の意見が十分に反映されていると評価できる。また、「4.包括的イン

パクト分析とインパクトの特定」で特定した重要なインパクトエリア／トピックについてマテリアリティが設定

されていることを三井住友信託銀行は確認した。 

「脱炭素社会の推進」、「循環型社会の推進」、「従業員の成長と働きがいの向上」、「ダイバーシティ＆イン

クルージョン」のマテリアリティに関する KPI・目標の設定、各事業本部または事業部の事業計画におけるアクシ

ョンプランへの盛り込み、サステナビリティ推進協議会やサステナビリティ委員会での進捗管理により、マテリ

アリティ実現向けた PDCA サイクルが構築されている。 

図表 6 マテリアリティ 

 

出典：同社ホームページ 
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図表 7 マテリアリティに基づく KPI・目標一覧 
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出典：同社ホームページ 
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(3) 社会・環境に及ぼすリスクに対する方針・管理体制 

同社では、同社グループのリスクを管理し、その企業価値を最大化するため、「リスク管理規程」を定めるとと

もに、同社社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、同社グループのリスク管理を統括する体制

を構築している。リスクマネジメント委員会は、リスクマネジメントに関する年次計画の策定、同社グループの

経営上重要なリスク（対策優先リスク）の評価及び分析、予防策ならびに対応策の策定を行い、対応状況につい

て定期的にモニタリングしている。対策優先リスク以外のリスクについては、各部室店長や各会議体がリスク対

応組織（リスクオーナー）として、その予防及び管理を実施している。社内規程に基づき、リスクマネジメント

委員会における審議事項のうち重要な事項は取締役会に付議又は報告を行っており、サステナビリティに関する

リスクを含む同社グループのリスクマネジメントの有効性を取締役会が監督している。 

リスク管理にあたり、対応方針に基づいた指揮命令系統が規定され、リスク対応を行う部署が明確化されてい

るとともに、リスクガバナンス（3 ラインモデル）体制が構築されており、適切なリスクマネジメントが実施され

ていることを三井住友信託銀行は確認した。 

図表 8 リスクマネジメント体制 

 

出典：サステナビリティレポート 2023 

以上（1）乃至（3）より、堅固なサステナビリティ推進体制が確立されており、適切なインパクト・マネジメン

ト運営がなされていると三井住友信託銀行は評価した。 
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2-1. 包括的分析とインパクトエリア／トピック 
本 PI 評価では、同社の事業活動全体に対する包括的分析が行われ、同社のサステナビリティ活動も踏まえてイ

ンパクトエリア／トピックが特定された。 

(1) セグメント分析 

同社グループ営業収益ベースでのセグメント内訳は以下の通りである。本評価においては、売上高の 9 割以上

を占める上位 3 セグメントを分析対象とする。 

分析にあたっては、同社事業を国際標準産業分類（ISIC：International Standard Industrial Classification of All 

Economic Activities）における「自己所有物件または賃貸物件による不動産業」、「料金制または契約制による不

動産業」として整理した。 

図表 9 セグメント別営業収益（2023 年 12 月期） 

（単位：百万円）                      

項目 金額 内訳 

営業収益 375,946 100.0% 

 ビル事業 155,256 41.3% 

 住宅事業 134,140 35.7% 

 アセットサービス事業 63,800 17.0% 

 その他 22,748 6.0% 

出典：2023 年 12 月期決算短信（連結）を基に三井住友信託銀行作成 

(2) エリア分析 

同社グループの営業収益及び有形固定資産は、いずれも日本の割合が 90%を超えており、調達面についても日本

での調達が大部分を占めていることから日本を対象エリアとする。 

(3) インパクト・レーダーチャート 

前述のセグメント及びエリアの観点を踏まえ、UNEP FI の Impact analysis tool を用いて、同社のインパクトエリ

ア／トピックを特定した。以下、簡明に「インパクトエリア」ベースでの分析結果を図示する。 
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図表 10 インパクト・レーダーチャート 

 

 

出典：UNEP FI Impact analysis tool を基に三井住友信託銀行作成 

(4) サプライチェーン分析 

上記セグメント分析の対象とした同社グループのサプライチェーンは下図の通りである。不動産業は、建設会

社や建物管理会社をはじめ、多数の取引先がサプライチェーンを構築しており、社会面でのネガティブ・インパ

クトとして児童労働や強制労働等の労働条件に関する課題など「児童労働」、「現代奴隷」に関するネガティブ・

インパクトが特定される。同社は、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、「東京建物グループ人

権方針」を制定し、同社グループの役員、従業員、契約社員、派遣社員及びその他業務に従事するすべての者に

適用している。また、取引先に対してはその理解と遵守、必要に応じた改善を依頼している。さらに、本方針に

基づき、人権デュー・デリジェンスの実施等を通じて、ネガティブ・インパクトの低減に努めている。 

また、環境面でのネガティブ・インパクトとして、木材や化石資源由来原材料等を建設資材として使用するこ
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とに伴う森林や資源強度への影響、ビルや住居での電力使用に伴う CO2 排出、解体時の廃棄物発生等が挙げられ

る。同社グループは、サプライヤーへの「サステナブル調達基準」への遵守及び「サステナブル調達基準ガイド

ライン」による理解浸透を通じたサプライチェーン全体における環境負荷低減や省エネルギー性能の高い設備の

導入、再生可能エネルギーの導入等を通じて、ネガティブ・インパクトの低減に努めている。 

図表 11 サプライチェーンの構図及びサプライチェーンにおける主要なネガティブ・インパクト 

 

出典：三井住友信託銀行作成 
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図表 12 同社グループ「サステナブル調達基準」の項目と概要 

 

出典：同社ホームページ 
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(5) インパクトエリア／トピックの特定 

(3)で特定したインパクトエリア／トピックに対し、(4)サプライチェーン分析を踏まえ、「現代奴隷」及び「児

童労働」のネガティブ・インパクトを追加し、以下を同社グループのインパクトエリア／トピックとした。 

図表 13 特定したインパクトエリア／トピック 

 

出典：UNEP FI Impact analysis tool を基に三井住友信託銀行作成 

  

インパクトエリア インパクトトピック PI NI

紛争

現代奴隷

児童労働

データプライバシー

自然災害

水

食糧

エネルギー

住居

健康と衛生

教育

移動手段

情報

コネクティビティ

文化と伝統

ファイナンス

雇用

賃金

社会的保護

ジェンダー平等

民族・人種平等

年齢差別

その他の社会的弱者

法の支配

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄

水域

大気

土壌

生物種

生息地

資源強度

廃棄物

※PI：ポジティブ・インパクト、NI：ネガティブ・インパクト

サーキュラリティ

人格と人の安全保障

健康及び安全性

資源とサービスの入手可能
性、アクセス可能性、手ごろ
さ、品質

生計

平等と正義

強固な制度・平和・安定

健全な経済

インフラ

経済収束

気候の安定性

生物多様性と生態系
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2-2. 個別インパクトの評価 

(1) 個別インパクトの設定 

前述の分析等を踏まえ、本評価では図表 14 及び図表 15 のインパクトテーマを設定した。 

なお、(a)「住居」、(b)「移動手段」、(c)「文化と伝統」、(d)「社会的保護」、(e)「法の支配」、(f)「大気」及

び「土壌」、(g)「生物種」及び「生息地」については、以下勘案し、ネガティブ・インパクトが十分に抑制されて

いることから、本評価において対象外とした。 

 (a)「住居」 

同社グループは、大規模再開発や住宅開発などにあたり、入居者に対して強制的な退去を求めていないことか

ら、「住居」のネガティブ・インパクトについて低減が図られていると判断した。 

(b)「移動手段」 

大規模再開発や住宅開発などにあたり、開発許可制度における道路交通アセスメント等の遵守を通じて、開発

行為による交通量の著しい悪化や新たな渋滞箇所の発生防止に努めており、「移動手段」のネガティブ・インパ

クトについて低減が図られていると判断した。 

(c)「文化と伝統」 

大規模再開発や住宅開発などにあたり、事前調査等を通じて、開発行為によって歴史的・文化的遺産を毀損さ

せることがないよう努めており、「文化と伝統」のネガティブ・インパクトについて低減が図られていると判断

した。 

（d）「社会的保護」 

同社グループでは、労働基準法等の労働基準に関する法制度に則り、労働条件や労働安全衛生の確保等、適切

な人事労務制度の構築・運営がなされていることから、「社会的保護」のネガティブ・インパクトについて低減

が図られていると判断した。 

（e）「法の支配」 

グループのリスク管理及びコンプライアンスを統括するリスクマネジメント委員会（委員長：社長）及びその

下部組織として、コンプライアンスに関して専門的・機動的に審議を行うコンプライアンス分科会（分科会長：

法務コンプライアンス部担当役員）を設置し、コンプライアンス施策に関する審議や進捗状況のモニタリング、

コンプライアンスリスクへの対応等を行っている。 

「東京建物グループ贈賄防止指針」を制定し、事業を展開する各国の関係諸法令に抵触するおそれのある国内

外の公務員・みなし公務員などへの経済的利益供与を禁止している。また、贈賄行為については、リスクマネジ

メント委員会でリスク評価・モニタリングを実施し、定期的に内部監査を行い、贈賄防止管理体制の評価・見直

しを行っている。 

以上より、「法の支配」のネガティブ・インパクトについて低減が図られていると判断した。 

（f）「大気」及び「土壌」 

同社グループは、「サステナブル調達基準ガイドライン」に基づき、建設、運営管理、解体に至るまでのライフ

サイクル全体において、大気・土壌・水質などの汚染の防止に取り組んでいる。また、建物の開発段階において
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は、開発地の法令に基づく環境影響評価（環境アセスメント）を踏まえた開発を行うとともに、大気・土壌・水質

等の汚染防止、化学物質の発生抑制や適切な管理・処理に努めている。 

また、事業活動を通じて排出される大気汚染物質を特定・測定し適切に管理するとともに、「大気汚染防止法」

や「フロン排出抑制法」を遵守することで窒素酸化物、硫黄酸化物やフロンの排出管理、抑制を図っている。 

以上より、建設、運営管理、解体のいずれの段階においても、「大気」及び「土壌」のネガティブ・インパクト

について低減が図られていると判断した。 

（g）「生物種」及び「生息地」 

同社グループでは、不動産開発を行う際に、環境影響評価や自然保護等に係る法令・条例に基づき、動植物や

生態系への環境アセスメント評価を実施し、イニシアチブや業界団体とも協働しながら生物種・生態系などに与

えるネガティブ・インパクトの回避または低減に努めている。 

以上より、「生物種」及び「生息地」のネガティブ・インパクトについて低減されていると判断した。 
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図表 14 本評価におけるインパクトエリア／トピック1 

 

出典：UNEP FI Impact analysis tool を基に三井住友信託銀行作成 

 

 

 

 

                                                           
1 「●」は本評価におけるインパクトエリア／トピックを示している。 

インパクトエリア インパクトトピック PI NI

紛争

現代奴隷 ●

児童労働 ●

データプライバシー

自然災害 ●

● ●

水

食糧

エネルギー

住居 ●

健康と衛生

教育

移動手段

情報

コネクティビティ

文化と伝統 ●

ファイナンス

雇用 ●

賃金 ●

社会的保護

ジェンダー平等 ●

民族・人種平等 ●

年齢差別 ●

その他の社会的弱者 ●

法の支配

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ●

● ●

水域 ●

大気

土壌

生物種

生息地

資源強度 ●

廃棄物 ●

※PI：ポジティブ・インパクト、NI：ネガティブ・インパクト

サーキュラリティ

人格と人の安全保障

健康及び安全性

資源とサービスの入手可能
性、アクセス可能性、手ごろ
さ、品質

生計

平等と正義

強固な制度・平和・安定

健全な経済

インフラ

経済収束

気候の安定性

生物多様性と生態系
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2-3. JCR による評価 
JCR は、本 PI 評価におけるインパクト特定の内容について、モデル・フレームワークに示された項目に沿って

以下のとおり確認した結果、適切な分析がなされていると評価している。 

    

モデル・フレームワークの確認項目 JCR による確認結果 

事業会社のセクターや事業活動類型を踏まえ、操業地

域・国において関連のある主要な持続可能性の課題、

また事業活動がこれらの課題に貢献するかどうかを

含めて、事業環境を考慮する。 

業種・エリア・サプライチェーンの観点から、同社の

事業活動全体に対する包括的分析が行われ、インパク

トエリア／トピックが特定されている。 

関連する市場慣行や基準（例えば国連グローバル・コ

ンパクト 10 原則等）、また事業会社がこれらを遵守し

ているかどうかを考慮する。 

同社は、国連グローバル･コンパクトの定める 4 分野

（人権、労働、環境、腐敗防止）10 原則への参画、TCFD

提言への賛同表明等を行い、それぞれ対応を進めてい

ることが確認されている。 

CSR 報告書や統合報告書、その他の公開情報で公に表

明された、ポジティブ・インパクトの発現やネガティ

ブ・インパクトの抑制に向けた事業会社の戦略的意図

やコミットメントを考慮する。 

同社の公表している「統合報告書 2023」「サステナビ

リティレポート 2023」等を踏まえ、インパクトエリア

／トピックが特定されている。 

グリーンボンド原則等の国際的イニシアティブや国

レベルでのタクソノミを使用し、ポジティブ・インパ

クトの発現するセクター、事業活動、地理的位置（例

えば低中所得国）、経済主体の類型（例えば中小企業）

を演繹的に特定する。 

UNEP FI のインパクト分析ツール、グリーンボンド原

則・ソーシャルボンド原則のプロジェクト分類等の活

用により、インパクトエリア／トピックが特定されて

いる。 

PIF 商品組成者に除外リストがあれば考慮する。 同社は、三井住友信託銀行の定める融資方針等に基づ

く不適格企業に該当しないことが確認されている。 

持続可能な方法で管理しなければ、重大なネガティ

ブ・インパクトを引き起こし得る事業活動について、

事業会社の関与を考慮する。 

同社の事業で想定し得る重要なネガティブ・インパク

トとして、CO2 排出量、廃棄物排出量、水使用量等が

特定されている。これらは、同社のマテリアリティ等

で抑制すべき対象と認識されている。 

事業会社の事業活動に関連する潜在的なネガティブ・

インパクトや、公表されている意図と実際の行動（例

えばサプライチェーンの利害関係者に対してや従業

員の中での行動）の明らかな矛盾を特定するため、考

え得る論点に関する利用可能な情報を検証する。 

三井住友信託銀行は、原則として同社の公開情報を基

にインパクトエリア／トピックを特定しているが、重

要な項目に関しては、その裏付けとなる内部資料等の

確認及びヒアリングの実施により、手続きを補完して

いる。なお、JCR は三井住友信託銀行の作成した PI 評

価書を踏まえて同社にヒアリングを実施し、開示内容

と実際の活動内容に一貫性があることを確認してい

る。 
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3-1. KPI 設定の概要 

図表 15 本評価におけるインパクトテーマ 

 インパクトテーマ 
インパクト 

エリア／トピック 
関連する 

マテリアリティ 
関連する SDGs 

（1） 
「場の価値」と 

「体験価値」の創出 

自然災害、健康及び安全

性、住居、文化と伝統、

零細・中小企業の繁栄、

気候の安定性 

国際都市東京の競争力

強化、安全・安心な社

会への貢献、コミュニ

ティの形成・活性化、

不動産ストックの再

生・活用、ウェルビー

ング、顧客・社会の多

様なニーズの実現、価

値共創とイノベーショ

ン、テクノロジーの社

会実現 

3.9、8.3、9.4、11.3、11.b 

（2） 地球環境との共生 
気候の安定性、水域、資

源強度、廃棄物 

脱炭素社会の推進、循

環型社会の推進 
6.4、7.2、7.3、12.5、13.1 

（3） 
価値を創造する人材、

サステナリビリティ経

営の実現 

現代奴隷、児童労働、健

康及び安全性、雇用、賃

金、ジェンダー平等、民

族・人種平等、年齢差別、

その他社会的弱者 

従業員の成長と働きが

いの向上、ダイバーシ

ティ＆インクルージョ

ン、リスクマネジメン

トの強化 

8.5、8.7、8.8、10.2 

(1) 「場の価値」と「体験価値」の創出 

ポジティブ・インパクトの増大  

SDGs との関連性 

  
SDGs 目標 「3.保健」「8.経済成長と雇用」「9.インフラ・産業化・イノベーション」「11.持

続可能な都市」 

  SDGs ターゲット 3.9、8.3、9.4、11.3、11.b  

インパクトエリア／トピック 

  
ポジティブ・インパクト：「自然災害」、「健康及び安全性」、「住居」、「文化と伝統」、「零細・

中小企業の繁栄」、「気候の安定性」 

本テーマが創出するインパクト 

  

・包摂的かつ持続可能な経済成長 

・起業、創造性及びイノベーションの支援 

・安全で包摂的かつ利用が容易な緑地や公共スペースへの提供 

・文化の持続可能な開発への貢献 

・安全・安心で良質な住宅へのアクセス確保 

対応方針、目標及び指標（KPI） 

 対応方針（a）  東京の競争力強化に貢献するまちづくりの推進 

  目標 
八重洲・日本橋・京橋エリアの開発を通じた東京の包摂的かつ持続可能な成長へ

の貢献 
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  指標（KPI） 
ア．ビジネス拠点数 

イ．イノベーション・エコシステムにおける取り組みと成果 

 対応方針（b）  安全・安心な暮らしと地域コミュニティの再生・活性化の実現 

  目標 
集合住宅の再生を通じた安全・安心で良質な住宅の供給とコミュニティの形成・

活性化 

  指標（KPI） 再生した集合住宅の総住戸数 
    

(a)東京の競争力強化に貢献するまちづくりの推進 

ⅰ）対応方針と目標に対する評価及び指標（KPI）設定の考え方 

同社は、中期経営計画における重点戦略の一つとして、大規模再開発の推進を掲げており、重点エリアとして

位置付ける八重洲・日本橋・京橋エリア（YNK エリア2）を中心に、中央区・港区・渋谷区で複数の大規模再開発

プロジェクトを進めている。大規模再開発をはじめとした「社会課題解決に貢献するまちづくり」を実現し、都

市競争力の向上等を目指す方針である。 

図表 16 八重洲・日本橋・京橋エリア（YNK エリア） 

 

出典：統合報告書 2023 

 

 

 

                                                           
2 YNK エリア：同社が開発を手掛ける、八重洲プロジェクト・呉服橋プロジェクト・京橋三丁目プロジェクト周辺エリアを指

す。 
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図表 17 社会課題解決に貢献するまちづくり 

 

出典：統合報告書 2023 

YNK エリアの再開発では、国内随一の高い交通利便性と金融・商業・文化の中心地として発展してきた特性を

活かし、同社がマテリアリティの一つに掲げる「国際都市東京の競争力強化」の実現を通じて、産業の集積地と

して更なる発展を遂げることを目指している。YNK エリアで進行中の「八重洲プロジェクト」や「呉服橋プロジ

ェクト」は、国家戦略特区3による都市再生プロジェクトの指定を受けており、エリア内にスタートアップやベン

チャーキャピタルの活動拠点を創出し、大企業が多数所在する地の利を活かして大企業からスタートアップへの

投資や両者の協業を活発化させる場の提供などを通じて、エリア全体のイノベーションを促進する「イノベーシ

ョン・エコシステム4」の形成を目指している。 

また、YNK エリアにおけるバスターミナルの整備や歩行者ネットワークの整備等を通じた交通アクセス強化、

ウェルビーイングを実現する快適なオフィスの提供に加え、同エリアを中心に江戸時代から発展してきた食文化

の更なる発展、帰宅困難者の受け入れを想定した物資の備蓄や災害時のマニュアル整備、非常用発電設備設置等

の防災対応力強化、コージェネレーションシステム5の導入や地域冷暖房施設のネットワーク化によるエリア全体

のエネルギーの効率化と環境負荷の低減を図っている。 

都市競争力強化の観点では、経済的な発展だけでなく、交通アクセス・レジリエンス・環境・文化など多角的な

側面での価値向上が必要となるが、上述の取り組みを推進することにより、同エリアが多様なインパクトを創出

するビジネス拠点となり、東京の都市競争力強化に寄与すると三井住友信託銀行は評価している。 

YNK エリアの同社再開発事業を通じて創出が期待されるインパクトは前述の通り多種多様であるが、その全て

のインパクトについて定量的に把握し、また、再開発事業との因果関係及びその寄与度を明確に測定することは

困難である。そのため、本件においては、同社マテリアリティの「国際都市東京の競争力強化」の実現に向けた

アウトプット指標である YNK エリアの「ビジネス拠点数」6及び「イノベーション・エコシステムにおける取り組

                                                           
3 国家戦略特区制度とは、平成 25 年に制定された国家戦略特別区域法に基づいて開始された制度であり、世界で一番ビジネス

のしやすい環境を整備することにより、世界から資金・人材・企業等を集める国際的ビジネス拠点を形成するとともに、起
業・イノベーションを通じ、国際競争力のある新事業を創出することを目的としている。 

4 スタートアップや大企業、投資家、研究機関など、産学官の様々なプレイヤーの集積と連携により、イノベーションに繋が
る新たな産業の育成や経済成長の好循環を生み出すようなビジネス環境を、自然環境になぞらえて表現した同社の造語。 

5 発電と同時に発生した排熱を冷暖房等に有効利用する省エネルギーシステム 
6 YNK エリアにおいて、様々なプレイヤーの集積と連携が、イノベーションにつながる新たな産業の育成や経済成長の好循環

を生み出すようなビジネス環境の形成に資するような、同社が開発・運営するビジネス拠点数を指す。 
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みと成果」を指標（KPI）として設定した。尚、当該取り組みは、同社が掲げる「社会課題解決に貢献するまちづ

くり」の一テーマである『多様なパートナーとの協働と先進的なテクノロジーの活用により新たな価値を創出』

の実現に向けたアウトプット指標にも該当すると三井住友信託銀行は評価している。 

モニタリングにあたっては、「ビジネス拠点数」に加え、「イノベーション・エコシステムにおける取り組みと

成果」を確認することで、YNK エリアにおけるインパクトの創出状況について、可能な範囲で定量的・定性的な

把握に努めていく方針である。 

ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

YNK エリアが、様々な企業規模や業種の企業が集積するビジネス拠点として発展するためには、YNK エリアに

拠点を置く企業が抱える課題解決の支援、また、最新鋭の技術を持つスタートアップ企業の育成を促し、イノベ

ーション・エコシステムを循環させることが重要である。そのため、同社では同エリアのビジネス交流機能の整

備（国際会議・学会・セミナー等を開催するカンファレンス施設等）やビジネスサポート機能の整備（高度金融

人材のサポート施設整備等）等に取り組んでいる。 

上記以外にも、図表 19 のとおり、食産業や脱炭素化をはじめとするサステナビリティテーマ等、多様な産業・

分野でのビジネス拠点の整備やイノベーション・エコシステムの形成・発展に取り組んでおり、今後もビジネス

交流・機能の整備や YNK エリアの価値向上等を通じて、スタートアップの呼び込みやオープンイノベーションの

促進を進めていく方針である。 

図表 18 再開発後に構築される新しいイノベーション・エコシステム 

 
出典：サステナビリティレポート 2023 
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図表 19 イベノーション・エコシステム形成 

 
出典：統合報告書 2023 

(b) 安全・安心な暮らしと地域コミュニティの再生・活性化の実現 

ⅰ）対応方針と目標に対する評価及び指標（KPI）設定の考え方 

「集合住宅」は、その多くが 1960～1970 年代の高度経済成長期に開発され、建設から数十年を経て老朽化・空

き家の増加が進み、耐震性の問題や防犯面の不安、バリアフリー化の未対応などの問題を抱えている建物が増加

し、社会課題となっている。また、少子化や若年世代の流出に伴う居住者の減少や高齢化も進んでおり、老朽化

した建物の再生とともに、元々の居住者や新たな入居者を中心とした地域住民をつなぐコミュニティの再生・活

性化も大きな課題となっている。 

係る中、同社は長年に亘り多種多様な集合住宅再生案件を手掛け、耐震性やバリアフリー性等の安全性に優れ、

快適性・利便性を兼ね添えた良質な住宅の供給と豊かなコミュニティの形成に貢献してきた。同社の集合住宅再

生事業は、関係当事者が多い中、顧客や関係者との直接の対話などを通じてステークホルダーが大切にしてきた

価値観を理解し粘り強く誠意を持って実現することを目指しており、今後も当該事業を通じて、課題を抱える集

合住宅やビルなどの再開発・建替えを通じ、次世代に承継できる良質な不動産ストックを増やすことで、時代の

要請、ライフスタイルの変化に対応した安心・安全・快適な住居の提供が期待できると三井住友信託銀行は評価

している。 

以上より、住宅再生事業を通じた住宅の供給は、老朽化した集合住宅の課題解決に貢献し、安全・安心で良質

な住宅の供給に貢献していることから、再生した集合住宅の総住戸数を指標（KPI）として設定した。 

図表 20 集合住宅の再生状況 

 
出典：サステナビリティレポート 2023 
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ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

集合住宅の建て替え・再開発では、権利者との対話を通じて、意向・ニーズを汲みながら建替計画を策定し、合

意形成を図ることが必要であるが、多くの権利者が関わる集合住宅において合意形成に至ることは容易ではない。

同社は、権利者との丁寧な対話によりニーズを深堀りすることで、権利者のニーズを最大限反映し、耐震性・バ

リアフリー性や快適性に優れた集合住宅の建て替え・再開発と地域コミュニティの再生・活性化を実現している。 

前身物件（旧石神井公園団地）が都内で最も古く、規模も最大級の集合住宅の一つであった「石神井公園団地

マンション立替事業」では、建物の老朽化による対策や高齢者の入居者が多くなりバリアフリー対策が必要にな

っていたことから、介助しやすい横向きトイレやバスタブが低い浴槽の設置など高齢者や子どもに配慮した計画

を策定するとともに、ステークホルダーとの意向を踏まえた全棟南向きの住棟配置や緑化計画などを実施した。

さらに、住民のコミュニティスペースとして「Shakuji-ii BASE」を設置することで、以前の団地のコミュニティを

継続させつつ、新たな住民とのつながりを育み、持続可能なコミュニティの形成を支援した結果、築 54 年 23 区

内最大級の大型団地（490 戸）の総戸数 844 戸マンションへの再生を実現した。 

同社は、今後も権利者との対話を重視すること、様々な課題を抱える集合住宅を安全・安心な場として再生し、

豊かなコミュニティの継続を支え、良質な住宅の提供に貢献していく方針である。 
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(2) 地球環境との共生 

ネガティブ・インパクトの低減 

SDGs との関連性 

  
SDGs 目標 「6.水・衛生」、「7.エネルギー」、「12.持続可能な消費と生産」、「13.気候変

動」 

  SDGs ターゲット 6.4、7.2、7.3、12.5、13.1 

インパクトエリア／トピック 

  ネガティブ・インパクト：「気候の安定性」、「水域」、「資源強度」、「廃棄物」 

本テーマが創出するインパクト 

  脱炭素社会と循環型社会の構築 

対応方針、目標及び指標（KPI） 

 対応方針（a）  環境先進技術の採用と再生可能エネルギーの導入 

  目標 

ア．2030 年度までに CO2排出量を 2019 年度比 46.2％削減 

（Scope1・2）、40％削減（Scope3 カテゴリ 11、13） 

イ．2050 年度までに CO2排出量ネットゼロ（Scope1・2・3） 

ウ．ビル事業の保有不動産における消費電力について 2024 年度までに 50％以上、

2030 年度までに 100％を再生可能エネルギー化 

  指標（KPI） 

ア．CO2排出量（Scope1・2）（t-CO2） 

CO2排出量（Scope3 カテゴリ 11,13）（t-CO2） 

イ．CO2排出量（Scope1・2・3）（t-CO2） 

ウ．保有不動産における消費電力の再生可能エネルギー化率（％） 

 対応方針（b） 廃棄物の排出量削減及びリサイクル推進 

  目標 

ア．2030 年度までに長期保有ビル7における廃棄物の排出量原単位 20％削減（2019

年度比） 

イ．2030 年度までに長期保有ビル 7における廃棄物の再利用率 90％ 

  指標（KPI） 
ア．長期保有ビル 7における廃棄物の排出量原単位（2019 年度比） 

イ．長期保有ビル 7における廃棄物の再利用率 

 対応方針（c） 水使用量の削減 

  目標 長期保有ビル8における水使用量原単位を前年度より低減 

  指標（KPI） 長期保有ビル 8における水使用量原単位 
    

(a)環境先進技術の採用と再生可能エネルギーの導入 

ⅰ）対応方針及び目標に対する評価 

同社は「グループ環境方針」において「地域をリードする温暖化防止」を掲げ、マテリアリティの一つとして

「脱炭素社会の推進」を特定し、GHG 排出量削減の中長期目標として「2050 年度までに、CO2 排出量ネットゼ

ロ」、プロセス目標として「再生可能エネルギーの導入」「ZEB・ZEH の開発推進」「グリーンビルディング認証

                                                           
7 同社が実質的にエネルギー管理権原を有し、かつ、廃棄物の再利用・減量に係る計画書を提出している主な長期保有ビル・

商業施設。 
8 同社が実質的にエネルギー管理権原を有している主な長期保有ビル・商業施設。 
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の取得」に関する目標を設定した。また、2050 年度に向けた同社グループにおける GHG 排出量削減に関するロ

ードマップ（取り組み計画）を策定し、同社グループの持続的な成長と脱炭素社会の推進の両方の実現を追求し

ている。 

同社は、気候変動への対応に関する社会的要請の高まりを受けて、GHG 排出量の一層の削減を目指して、2023

年 10 月、2030 年度目標を「CO2排出量（Scope1・2）を 46.2％削減、CO2 排出量（Scope3 カテゴリ 11,13）を 40%

削減（2019 年度比）」へ引上げを発表。当該目標水準については、Science Based Target Initiative(SBTi)が定めた

1.5℃度目標に整合的であるとして 2024 年 2 月に SBT 認定を取得していること、また、2050 年目標「CO2排出量

ネットゼロ」は、日本政府が掲げる「2050 年カーボンニュートラル」に沿っていることから、同社が掲げる目標

はパリ協定の目標達成と整合的であると三井住友信託銀行は評価している。 

また、保有不動産における消費電力に伴う CO2 排出量（Scope2）が、CO2総排出量（Scope1・2）の 82.6％（2022

年度実績ベース）、ビル事業におけるエネルギー使用割合が全事業活動におけるエネルギー使用の 99.1%（2022 年

度実績ベース）を占める同社において、保有不動産の消費電力の再生可能エネルギー化は CO2 排出量削減に向け

た重要施策の一つと言える。再生可能エネルギー化の目標水準については、2030 年度目標達成と整合的な形で策

定されていることを踏まえ、妥当な水準であると三井住友信託銀行は評価している。 

ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

同社グループは、サステナビリティ委員会及びその下部組織であるサステナビリティ推進協議会のもと、環境

関連施策をグループ全体で横断的に推進しており、各事業の特性に合わせた環境マネジメント体制を構築し、当

該体制のもとで PDCA サイクルを確立している。 

CO2排出量（Scope1・2）の削減に向けては、今後も ZEB・ZEH の開発推進、省エネルギー及び再生可能エネル

ギーの利用を継続していくことで、排出量削減を推進していく方針である。 

また、Scope3（カテゴリ 11・13）の削減については、「再生可能エネルギー」の他、「ZEB・ZEH の開発推進」

「グリーンビルディング認証の取得」を掲げ、新築物件における ZEB・ZEH の開発、グリーンビルディング認証

取得に取り組んでいる。また、ビル事業では「環境実行計画・ガイドライン」を策定し、物件への太陽光発電シス

テムの導入、再生可能エネルギーの利用、自然採光・自然通風・地熱利用等自然を活用したパッシブ省エネ技術

／昼光利用技術／断熱・遮熱技術の採用、CO2 監視システム／高効率機器の導入等により、排出量削減を推進し

ている。 

再生可能エネルギー化率向上に向けては、太陽光パネル設置施設を増やし、創エネルギーを推進するとともに、

グループ内での活用に取り組んでいる。例えば、同社が開発した T-LOGI（ZEB 物流）に設置する太陽光パネルに

より発電した余剰電力を保有施設に自己託送しており、今後も自己託送制度を活用した取り組みを進めていく方

針である。 
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図表 21 『ZEB』物流の開発による再生可能エネルギーの創出と活用 

 

出典：2023 年 12 月期決算説明資料 

(b)廃棄物の排出量削減及びリサイクル推進 

ⅰ）対応方針及び目標に対する評価 

同社は「グループ環境方針」において「地球にやさしい省資源活動」を掲げ、マテリアリティの一つとして「循

環型社会の推進」を特定し、長期保有ビル 7において目標・KPI を設定し、廃棄物削減と水資源の有効利用に取り

組んでいる。 

同社は「2030 年度までに長期保有ビル 7における廃棄物の排出量原単位 20%削減（2019 年度比）」の目標を掲

げ、テナントと協働して継続的に廃棄物削減に取り組むことはネガティブ・インパクト低減の観点から重要であ

る。 

また、「2030 年度までに長期保有ビル 7における廃棄物の再利用率 90％」の目標達成に向けては、既にオフィ

ス古紙やペットボトル等の廃棄物を資源として再活用する取り組みを推進している中、2022 年度実績：再利用率

60.9％から線形補間ベースで約 3.6％／年の増加が必要であること、また、物件を使用するテナントとの協働が不

可欠かつ重要であることを踏まえると、相応の企業努力が必要であると三井住友信託銀行は評価している。 

ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

同社では、建物竣工後において、事業開始段階で資源回収やリサイクル、廃棄物発生抑止を前提とした資材等

の導入を進めるとともに、事業開始後においてはテナントとの連携・共創を通じて、3R（Reduce：リデュース、

Reuse：リユース、Recycle：リサイクル）を推進し、リサイクル率の向上に取り組んでいる。 

廃棄物の排出量削減、再利用率向上に向けた具体的な取り組みの一例として、以下が挙げられる。 

【廃棄物の排出量削減に向けた取り組み例：廃棄物一元管理システムの導入、テナントとの連携】 

同社が保有・管理するオフィスビルでは、廃棄物を適正かつ的確に管理・把握するため、電子マニフェストを

活用した廃棄物一元管理システムを導入している。また、テナントと協働して、省資源・廃棄物削減を目的とす

る廃棄物委員会を定期的に開催し、ごみの分別ゲームや行政からの廃棄物をテーマとした説明等を通じて、3R（リ

デュース、リユース、リサイクル）を推進している。テナント向けの SDGs 推進会議も定期的に開催し、そのなか

で、ごみの分別もテーマとして取り上げている。 
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【廃棄物の再利用率向上に向けた取り組み例：廃棄物の再資源化】 

古紙の再利用、有機性廃棄物の燃料化に向けた実証実験の実施、飲食店テナントから発生する食品の売れ残り

や食べ残しなどの再資源化（堆肥として活用）の実証実験の実施、テナントオフィスより排出されたペットボト

ル等を新しいプラスチック製オフィス用品の材料・原料として使用するペレットへと加工する実証実験などを実

施している。 

(c)水使用量の削減 

ⅰ）対応方針と指標（KPI）設定の考え方及び目標に対する評価 

同社はデベロッパーとして、水資源は、豊かで快適な空間の創出を続けていくために不可欠な要素であると考

え、節水や雨水・雑排水の再利用等に努め、水資源の保全に取り組んでおり、同社目標「長期保有ビル 8における

水使用量原単位を前年度より低減する」は、同業他社の水使用量削減目標値との比較で遜色ない水準であると三

井住友信託銀行は評価している。 

ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

水使用量の削減に向けて、ビル事業の全開発物件において、少量の水でも汚れを流せるトイレや水栓等の節水

機器を優先的に採用している他、既存ビルにおいて 10 年単位での修繕・投資計画を策定し、リニューアル工事を

推進することで、計画的に節水機器への切り替えを進めている。 

また、東京スクエアガーデンや中野セントラルパークサウス、Hareza Tower など一定規模以上のビルにおいて、

雨水やビルで発生する雑排水をビル内で中水として活用するための設備を積極的に導入し、雨水のろ過や冷却塔・

テナントの厨房からの排水などを処理し、トイレの洗浄水や外構部の植栽散水などの非飲料用途で再利用するこ

とで、資源循環に努めている。 

加えて、世界資源研究所（WRI）が開発した評価ツールである Aqueduct（アキダクト）を使用し、グループが国

内外において開発・運用する全物件（2022 年 12 月末時点）について、水ストレス・水リスクの評価を実施してい

る。国内：「High」以上の地域に所在する物件無し、海外：「High」の地域に一部の物件が所在との結果も踏まえ、

今後も定期的なモニタリングを継続していく方針である。 
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(3) 価値を創造する人材、サステナビリティ経営の実現 

ポジティブ・インパクトの増大/ネガティブ・インパクトの低減 

SDGs との関連性 

  SDGs 目標 「8.経済成長と雇用」、「10.不平等」 

  SDGs ターゲット 8.5、8.7、8.8、10.2 

インパクトエリア／トピック 

  

ポジティブ・インパクト：「雇用」 

ネガティブ・インパクト：「現代奴隷」、「児童労働」、「健康及び安全性」、「賃金」、「ジェンダー

平等」、「民族・人種平等」、「年齢差別」、「その他社会的弱者」 

本テーマが創出するインパクト 

  
・従業員の働きがい向上 

・人権の尊重 

対応方針、目標及び指標（KPI） 

 対応方針（a）  働きがいのある職場の実現 

  目標 働きがい向上 

  指標（KPI） 従業員エンゲージメントサーベイで認識した課題の改善に向けた施策の実施状況 

 対応方針（b） 人権デュー・デリジェンスを通じたサプライチェーンにおける人権尊重 

  目標 人権優先課題解決 

  指標（KPI） 
サプライヤー向けアンケートで把握した課題とその改善に向けた取り組みの実施状

況 
    

(a)働きがいのある職場の実現 

ⅰ）対応方針と指標（KPI）設定の考え方及び目標に対する評価 

同社は、人材こそが企業の価値創造と持続的な成長を実現する源泉であり、経営の重要な基盤であると捉え、

マテリアリティに「従業員の成長と働きがいの向上」「ダイバーシティ＆インクルージョン」を掲げ、次世代を

担う人材の確保・育成に取り組んでいる。 

同社は、会社と従業員の関係を定量的に把握し、対策立案や施策の実施により、健全な組織づくりを行うこと

を目的に、全従業員を対象に、従業員の企業に対する共感度合いを測るため、外部機関を利用した「従業員エン

ゲージメントサーベイ」を実施している。一方で、従業員エンゲージメントサーベイの質問項目は多岐に亘るこ

と、また、エンゲージメントサーベイ実施時の状況により回答内容が変動することや従業員の入れ替わり等もあ

ることから、エンゲージメントスコアは調査時の一側面を数値化した指標と言える。そのため、本テーマで設定

した指標（KPI）「従業員エンゲージメントサーベイで認識した課題の改善に向けた施策の実施状況」は、具体的

な課題を解決し、働きがいのある職場を実現するための実効性ある施策がなされているかをモニタリングする観

点で有意義な指標であると三井住友信託銀行は評価している。 
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図表 22 人事方針 

 

出典：統合報告書 2023 

ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

同社は、これまで従業員に対し定期的に「働きがい」に関するアンケートを実施し、継続して働きがいのある

職場づくりに取り組んできた。2021 年からは、全従業員を対象に、外部機関を利用した「従業員エンゲージメン

トサーベイ」を実施しており、調査結果については、経営層及び従業員に対する定期的な報告を実施し、個別設

問の趣旨や結果の捉え方などの解説を行うことで、今後の改善につなげる仕組みとしている。各部室店単位の課

題については、部室店長が必要に応じて専門家の支援を受けながら課題改善に向けた施策を考え、部員及び人事

部に対して発信・提出することで、課題の改善に向けたサイクルを構築している。当該設問を通じて把握した課

題改善に取り組むことで、働きがいのある職場の実現への貢献が期待される。 

2022 年度の調査で判明した課題については、調査結果をグループ経営会議にて共有のうえ、ディスカッション

を実施した他、全部門長に対して個別にフィードバックを行い、次回調査までのアクションプランを策定、必要

に応じて外部専門家からの個別アドバイスを受けるなど、課題改善に向けた施策を実施している。三井住友信託

銀行は、エンゲージメントサーベイを通じて認識した課題の改善に向けた施策の実施状況と改善の進捗について

モニタリングを行っていく方針である。 

図表 23 エンゲージメントスコアの推移 

 
出典：統合報告書 2023 
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図表 24 認識した課題と課題改善のための施策 

 

出典：統合報告書 2023 

(b)人権デュー・デリジェンスを通じたサプライチェーンにおける人権尊重 

ⅰ）対応方針と目標に対する評価、指標（KPI）設定の考え方 

同社グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づき、「東京建物グループ人権方針」を制定

し、従業員及びその他のステークホルダーの人権に関する取り組みを推進している。また、2023 年 1 月には、サ

ステナビリティ委員会の下部組織として、人権分科会を設置し、人権デュー・デリジェンス等に取り組みながら、

グループ全体の人権尊重に係る活動を推進している。 

図表 25 人権優先課題 

 
出典：同社ホームページ 

多種多様な建設資機材や製品を調達し、多数の取引先と取引を行う同社グループにおいて、サプライヤーと協

力し、サプライチェーン全体における人権課題の把握・低減・是正等を推進することは、人権の尊重に向けた重

要な取り組みである。同社は、同社グループの事業に関わる全ての取引先を対象とする「サステナブル調達基準」

の項目として、「人権の尊重」や「健全な労働慣行・労働環境の確保」などを規定し、当該調達基準に基づく事業

推進を要請するとともに、人権優先課題に対応するべく、人権デュー・デリジェンスの一環として、サプライヤ

ー向けアンケートを通じた遵守状況の把握を行っている。 
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図表 26 同社グループ「サステナブル調達基準」の項目と概要【再掲】 

 

出典：同社ホームページ 
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図表 27 同社グループ「サステナブル調達基準ガイドライン」（抜粋） 
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出典：同社ホームページ 
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三井住友信託銀行は、本テーマで設定した指標（KPI）「サプライヤー向けアンケートで把握した課題とその改

善に向けた取り組みの実施状況」のモニタリングを通じて、具体的な課題及びその課題改善に向けた実効性ある

施策がなされているかをモニタリングしていく方針である。 

図表 28 人権デュー・デリジェンスのプロセス 

 

出典：サステナビリティレポート 2023 

ⅱ）目標達成に向けた取り組み 

同社は、「サステナブル調達基準」及び「サステナブル調達基準ガイドライン」において、国連による「ビジネ

スと人権に関する指導原則」に則った人権尊重に関する具体的な行動（人権について定められた国際的な規範の

遵守、人権方針の策定、人権デュー・デリジェンスの実施、苦情処理メカニズムの構築、人権に関する取り組み

全体に対するステークホルダーとの対話）を取引先に対して要請している。今後も当該調達基準に基づくサプラ

イヤー向けアンケートの実施を通じて、実態把握、課題の洗い出し、必要に応じて改善に努めていく方針である。 

同社では、2023 年より調査を実施しており、アンケート結果を踏まえてサプライヤーの現状ならびに課題を確

認しつつ、実態を把握できるようアンケート内容の拡充を図っている。 

また、同社は建設・不動産企業 8 社による人権デュー・ディリジェンス推進協議会に参加している。当該協議

会では、「ビジネスと人権に関する指導原則」が企業に求める「他者の人権を侵害することを回避し、関与する

人権への負の影響を防止・軽減・是正する措置を講じる」責任を果たすため、人権への影響の特定や対処法等に

関する調査・研究を行っており、当該調査・研究を通じて得られた知見を活かした取り組みの更なる高度化が期

待される。 
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3-2. JCR による評価 
JCR は、本 PI 評価の KPI に基づくインパクトについて、PIF 原則に例示された評価基準に沿って以下のとおり

確認した結果、多様性・有効性・効率性・追加性が期待されると評価している。当該 KPI は、上記のインパクト

特定及び同社のサステナビリティ活動の内容に照らしても適切である。 

① 多様性：多様なポジティブ・インパクトがもたらされるか 

本 PI 評価に基づくファイナンスは、同社のバリューチェーン全体を通して、多様なポジティブ・インパクトの

発現及びネガティブ・インパクトの抑制が期待される。 

各 KPI が示す 3 項目のインパクトは、以下のとおりそれぞれ幅広いインパクトエリア／トピックに亘ってい

る。 

(1) 「場の価値」と「体験価値」の創出 

ポジティブ・インパクト：「自然災害」「健康及び安全性」「住居」「文化と伝統」「零細・中小企業の

繁栄」「気候の安定性」 

(2) 地球環境との共生 

ネガティブ・インパクト：「気候の安定性」「水域」「資源強度」「廃棄物」 

(3) 価値を創造する人材、サステナビリティ経営の実現 

ポジティブ・インパクト：「雇用」 

ネガティブ・インパクト：「現代奴隷」「児童労働」「健康及び安全性」「賃金」「ジェンダー平等」「民

族・人種平等」「年齢差別」「その他社会的弱者」 

また、これらをバリューチェーンの観点から見ると、例えば製造（開発）段階におけるビジネス拠点の開発、

集合住宅の再生、使用段階における消費電力の再生可能エネルギー化、廃棄物の排出量削減、水使用量削減、

そして全段階に亘る人権デュー・デリジェンス等が挙げられる。 

② 有効性：大きなインパクトがもたらされるか 

本 PI 評価に基づくファイナンスは、大きなポジティブ・インパクトの発現及びネガティブ・インパクトの抑制

が期待される。 

23/12 期の同社の売上高は 3,759 億円、総資産は 1 兆 9,053 億円で、国内不動産業において、売上高ベースで

11 位、総資産ベースで 6 位と上位を占める。東京都心部でオフィスビル賃貸を展開するビル事業とマンション

や戸建の分譲を展開する住宅事業が収益の柱となっており、2023 年における新築分譲マンションの販売戸数で

も 14 位と上位の一角を構成する。 

同社は「進取の精神」を原点に企業活動を展開しており、超高層複合用途ビルで初めて ZEB Ready 認証取得、

首都圏初の超高層 ZEH-M 事業採択、日本初の自治体本庁舎一体型超高層マンションを手掛けるなど、新しい

取り組みにチャレンジしてきている。 

また、日本の発展のためには東京の競争力強化が重要であると捉えており、八重洲・日本橋・京橋エリアのプ

ロジェクトを通じて、東京の競争力強化に貢献している。地域のつながりを大切にして、伝統と文化を次世代

に引き継ぎつつ、東京の更なる国際化に貢献する魅力的な都市基盤の整備、サービスの提供を行うことで、同

社のデベロッパーとしての価値を向上させている。 

先駆的な取り組みを行う同社が KPI の取り組みを推進することで、首都圏からデベロッパー業界に大きなイン

パクトをもたらすことが予想される。 

③ 効率性：投下資本に比して大きなインパクトがもたらされるか 

本 PI 評価に基づくファイナンスは、効率的なポジティブ・インパクトの発現及びネガティブ・インパクトの抑

制が期待される。 

同社は、長期ビジョンの達成に向けて、「社会価値創出」と「価値創造基盤」の観点から 14 のマテリアリティ

を特定している。特定したマテリアリティは、2024 年度連結事業利益 750 億円を掲げる中期経営計画（2020-

2024）と関連しており、社会課題解決を通じて企業価値と社会価値の向上を目指し、ESG 経営の高度化を推進

している。 

各マテリアリティは、進捗モニタリング指標（KPI）で進捗を管理し、サステナビリティ委員会で目標実現に向

けた事業活動をフォローと適切な指示をし、着実な PDCA を実践している。 

本 PI 評価の各 KPI が示すインパクトは、同社の特定したマテリアリティに係るものであり、本 PI 評価に基づ

くファイナンスの後押しによってインパクトの効率的な発現・抑制が期待される。 
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④ 倍率性：公的資金や寄付に比して民間資金が大きく活用されるか 

各 KPI が示すインパクトについて、本項目は評価対象外である。 

⑤ 追加性：追加的なインパクトがもたらされるか 

本 PI 評価に基づくファイナンスは、以下にリストアップしたとおり、SDGs の 17 目標及び 169 ターゲットの

うち複数の目標・ターゲットに対して、追加的なインパクトが期待される。 
    

(1) 「『場の価値』と『体験価値』の創出」に係る SDGs 目標・ターゲット 
        

 

目標 3：すべての人に健康と福祉を 

ターゲット 3.9. 2030 年までに、有害化学物質、並びに大気、水質及び土壌の汚染

による死亡及び疾病の件数を大幅に減少させる。 
     

 

目標 8：働きがいも 経済成長も 

ターゲット 8.3. 生産活動や適切な雇用創出、起業、創造性及びイノベーションを

支援する開発重視型の政策を促進するとともに、金融サービスへのアクセス改善

などを通じて中小零細企業の設立や成長を奨励する。 
   

 

目標 9：産業と技術革新の基礎をつくろう 

ターゲット 9.4. 2030 年までに、資源利用効率の向上とクリーン技術及び環境に配

慮した技術・産業プロセスの導入拡大を通じたインフラ改良や産業改善により、

持続可能性を向上させる。全ての国々は各国の能力に応じた取組を行う。 
   

 

目標 11：住み続けられる街づくりを 

ターゲット 11.3. 2030 年までに、包摂的かつ持続可能な都市化を促進し、全ての

国々の参加型、包摂的かつ持続可能な人間居住計画・管理の能力を強化する。 

ターゲット 11.b. 2020 年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と適応、災害

に対する強靱さ（レジリエンス）を目指す総合的政策及び計画を導入・実施した

都市及び人間居住地の件数を大幅に増加させ、仙台防災枠組 2015-2030 に沿っ

て、あらゆるレベルでの総合的な災害リスク管理の策定と実施を行う。 
   

(2) 「地球環境との共生」に係る SDGs 目標・ターゲット  
  

 

目標 6：安全な水とトイレを世界中に 

ターゲット 6.4. 2030 年までに、全セクターにおいて水利用の効率を大幅に改善

し、淡水の持続可能な採取及び供給を確保し水不足に対処するとともに、水不足

に悩む人々の数を大幅に減少させる。 
   

 

目標 7：産業と技術革新の基礎をつくろう 

ターゲット 7.2. 2030 年までに、世界のエネルギーミックスにおける再生可能エネ

ルギーの割合を大幅に拡大させる。 

ターゲット 7.3. 2030 年までに、世界全体のエネルギー効率の改善率を倍増させ

る。 
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目標 12：つくる責任 つかう責任 

ターゲット 12.5. 2030 年までに、廃棄物の発生防止、削減、再生利用及び再利用

により、廃棄物の発生を大幅に削減する。 
     

 

目標 13：気候変動に具体的な対策を 

ターゲット 13.1. すべての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靱性

（レジリエンス）および適応の能力を強化する。 
   

(3) 「価値を創造する人材、サステナビリティ経営の実現」に係る SDGs 目標・ターゲット 
              

 

目標 8：働きがいも経済成長も 

ターゲット 8.5. 2030 年までに、若者や障害者を含む全ての男性及び女性の、完全

かつ生産的な雇用及び働きがいのある人間らしい仕事、並びに同一労働同一賃金

を達成する。 

ターゲット 8.7. 強制労働を根絶し、現代の奴隷制、人身売買を終らせるための緊

急かつ効果的な措置の実施、最悪な形態の児童労働の禁止及び撲滅を確保する。

2025 年までに児童兵士の募集と使用を含むあらゆる形態の児童労働を撲滅す

る。 

ターゲット 8.8. 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定な雇用状態にある労

働者など、全ての労働者の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進する。 
   

 

目標 10．人や国の不平等をなくそう 

ターゲット 10.2. 2030 年までに、年齢、性別、障害、人種、民族、出自、宗教、

あるいは経済的地位その他の状況に関わりなく、全ての人々の能力強化及び社会

的、経済的及び政治的な包含を促進する。 
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三井住友信託銀行は、同社の事業活動から意図されたポジティブ・インパクトが継続して生じていること、重

大なネガティブ・インパクトが引き続き適切に回避、低減されていることを、継続的に少なくとも年 1 回モニタ

リングする。本 PI 評価の契約にあたっては、インパクトを生み出す活動や KPI 等に関して、継続的、定期的、か

つ必要に応じて適時に情報開示することを同社に要請している。同社の各種開示情報等を確認することにより、

目標達成に向けた進捗度合い及び取り組みをモニタリングし、その結果について三井住友信託銀行グループのホ

ームページに開示していく。各 KPI に係る目標については、本 PI 評価に基づくファイナンスの契約期間後の目標

年度までの施策や、契約期間中に目標年度が到来した場合の後続目標の設定状況等についても確認する。イベン

ト発生時においては、同社から状況をヒアリングし、必要に応じて対応策等に関するエンゲージメントを行う。 

本 PI 評価に基づくファイナンスの資金提供者となった三井住友信託銀行以外の金融機関等は、上記モニタリン

グ結果について三井住友信託銀行グループのホームページで確認することができる。当該金融機関等は、モニタ

リング結果の確認を踏まえ、必要に応じ自らの判断において同社と直接エンゲージメントを行う。 

なお、モニタリングの結果、①本 PI 評価の前提となる同社のサステナビリティ活動に重大な影響を与える事象

（サステナビリティ方針・推進体制の変更、マテリアリティの変更、M&A 等の発生、規制等の制度面の大幅な変

更、天災や感染症蔓延等の異常事象等）が認められた場合、②①及びその他の要因により本 PI 評価で選定された

インパクトに変更が生じた場合、あるいは③KPI・目標に変更が生じた場合、本 PI 評価の内容は更新される。 

JCR は、以上のモニタリング方針について、本 PI 評価のインパクト特定及び KPI の内容に照らして適切である

と評価している。 

 
JCR は上記 2～4 より、本 PI 評価において、SDGs に係る三側面（環境・社会・経済）を捉えるモデル・フレー

ムワークの包括的インパクト分析（インパクトの特定・評価・モニタリング）が、十分に活用されていると評価

している。 
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IV. PIF 原則に対する準拠性等について 

JCR は、三井住友信託銀行の PIF 商品組成に係るプロセス、手法及び社内規程・体制の整備状況、並びに同社に

対する PI 評価について、以下のとおり確認した結果、PIF 原則における全ての要件に準拠していると評価してい

る。また、本 PI 評価は「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であると評価している。 

 
原則 JCR による確認結果 

PIF は、ポジティブ・インパクト・ビジネスのための

金融である。 

本 PI 評価は、三井住友信託銀行が同社のポジティブ・

インパクト・ビジネスを支援するための PIF を実施す

る枠組みと位置付けられている。 

PIF は、持続可能な開発の三側面（経済・環境・社会）

に対する潜在的なネガティブ・インパクトが十分に特

定、緩和され、一つ以上の側面でポジティブな貢献を

もたらす。 

本 PI 評価に基づくファイナンスでは、経済・環境・社

会の三側面に対するネガティブ・インパクトが特定、

緩和され、ポジティブな成果が期待される。 

PIF は、持続可能性の課題に対する包括的な評価によ

り、SDGs における資金面の課題への直接的な対応策

となる。 

本 PI 評価に基づくファイナンスは、SDGs との関連性

が明確化され、当該目標に直接的に貢献し得る対応策

となる。 

PIF 原則は、全カテゴリーの金融商品及びそれらを支

える事業活動に適用できるよう意図されている。 

本 PI 評価では、タームローンをはじめとする各種ファ

イナンスが想定されている。 

PIF 原則はセクター別ではない。 本 PI 評価では、同社の事業活動全体が分析されてい

る。 

PIF 原則は、持続可能性の課題における相互関連性を

認識し、選ばれたセクターではなくグローバルなポジ

ティブ及びネガティブ・インパクトの評価に基づいて

いる。 

本 PI 評価では、各インパクトのポジティブ・ネガティ

ブ両面が着目され、ネガティブな側面を持つ項目には

その改善を図る目標が、ポジティブな側面を持つ項目

にはその最大化を図る目標が、それぞれ設定されてい

る。 
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原則 JCR による確認結果 

PIF を実行するため、事業主体（銀行・投資家等）に

は、投融資先の事業活動・プロジェクト・プログラム・

事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニター

するための、十分なプロセス・方法・ツールが必要で

ある。 

三井住友信託銀行は、ポジティブ・インパクトを特定

しモニターするためのプロセス・方法・ツールを開発

した。また、運営要領として詳細な規程を設けており、

職員への周知徹底と評価の一貫性維持に有効な内容

となっている。一方、今後案件数を重ねる中で、投融

資判断の参考となるポジティブ・インパクトの尺度に

つき具体的な基準を検討していくことで、PIF として

より効果的な投融資を実行し得るものと考えられる。 

事業主体は、ポジティブ・インパクトを特定するため

の一定のプロセス・基準・方法を設定すべきである。

分析には、事業活動・プロジェクト・プログラムだけ

でなく、子会社等も含めるべきである。 

三井住友信託銀行は、モデル・フレームワークに沿っ

て、ポジティブ・インパクトを特定するためのプロセ

ス・基準・方法を設定しており、子会社等を含む事業

活動全体を分析対象としている。 

事業主体は、ポジティブ・インパクトの適格性を決定

する前に、一定の ESG リスク管理を適用すべきであ

る。 

三井住友信託銀行は、ポジティブ・インパクト分析に

際し、UNEP FI から公表されているインパクト・レー

ダー及びインパクト分析ツールを活用している。 

事業主体は、金融商品として有効な期間全体に亘り意

図するインパクトの達成をモニターするための、プロ

セス・基準・方法を確立すべきである。 

三井住友信託銀行は、モニタリングのためのプロセ

ス・基準・方法を確立している。 

事業主体は、上記のプロセスを実行するため、必要な

スキルを持ち、然るべき任務を与えられたスタッフを

配置すべきである。 

三井住友信託銀行には、上記プロセスを実行するため

に必要なスキルを持つ担当部署・担当者が存在してい

る。 

事業主体は、上記プロセスの導入について、必要に応

じてセカンド・オピニオンや第三者による保証を求め

るべきである。 

三井住友信託銀行は、今般 JCR にセカンド・オピニオ

ンを依頼している。 

事業主体は、プロセスを随時見直し、適宜更新すべき

である。 

三井住友信託銀行は、社内規程によりプロセスを随時

見直し、適宜更新している。本第三者意見に際し、JCR

は 2023 年 10 月改定の社内規程を参照している。 

ポジティブ・インパクト分析は、例えば商品・プロジ

ェクト・顧客に関する研修や定期的なレビューの際、

既存のプロセスと同時に行うことができる。ポジティ

ブ・インパクト分析は、一般に広く認められた既存の

ツール・基準・イニシアティブがあれば、それらを有

効に活用することができる（例えばプロジェクト・フ

ァイナンスでは、赤道原則は一般に広く認められたリ

スク管理基準である）。 

三井住友信託銀行は、ポジティブ・インパクト分析に

際し、参考となる基準等が明記された UNEP FI のイン

パクト・レーダー及びインパクト分析ツールを活用し

ている。 
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原則 JCR による確認結果 

PIF を提供する事業主体（銀行・投資家等） は、以下

について透明性の確保と情報開示をすべきである。 

・ポジティブ・インパクトとして資金調達する活動・

プロジェクト・プログラム・事業主体、その意図する

ポジティブ・インパクト（原則 1 に関連） 

・適格性の決定やインパクトのモニター・検証のため

に整備するプロセス（原則 2 に関連） 

・資金調達する活動・プロジェクト・プログラム・事

業主体が達成するインパクト（原則 4 に関連） 

本 PI 評価に基づくファイナンスは、本第三者意見の

取得・開示により透明性が確保される。また、同社は

KPI として列挙された事項につき、同社の統合報告

書・サステナビリティレポート・ウェブサイト等で開

示していく。当該事項につき、三井住友信託銀行は定

期的に達成状況を確認し、必要に応じてヒアリング

を行うことで、透明性を確保していく。 

 
原則 JCR による確認結果 

事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現

するインパクトに基づいて評価されるべきである。 

三井住友信託銀行は、本 PI 評価に基づくファイナンス

について、期待されるインパクトを PIF 第 4 原則に掲

げられた 5 要素（①多様性、②有効性、③効率性、④

倍率性、⑤追加性）に基づき評価している。JCR は、

当該インパクトについて第三者意見を述べるに際し、

十分な情報の提供を受けている。 

 
PIF TF の「インパクトファイナンスの基本的考え方」は、インパクトファイナンスを ESG 金融の発展形として

環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を巻き込みインパクトファイナ

ンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国内外で発展している様々な投融資におけるインパ

クトファイナンスの考え方を参照しながら、基本的な考え方を整理しているものであり、インパクトファイナン

スに係る原則・ガイドライン・規制等ではないが、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及

び ESG 金融ハイレベル・パネルの重要なメッセージである。 

 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパクト

を適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジティブな 

インパクトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リターンを 

確保しようとするもの 

 

「インパクトファイナンスの基本的考え方」は、インパクトファイナンスを上記の 4 要素を満たすものとして

定義しており、本 PI 評価は当該要素と整合的である。また、本 PI 評価におけるインパクトの特定・評価・モニタ

リングのプロセスは、「インパクトファイナンスの基本的考え方」が示しているインパクトファイナンスの基本

的流れ（特に企業の多様なインパクトを包括的に把握するもの）と整合的である。 
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V. 結論 

以上より、JCR は、本 PI 評価が PIF 原則及びモデル・フレームワークに適合していること、また「インパクト

ファイナンスの基本的考え方」と整合していることを確認した。 

（担当）菊池 理恵子・任田 卓人 
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本第三者意見に関する重要な説明 
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全に表示しているものではありません。 

本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCR が独自に収集した情報に基づく
現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保証するものではありません。
また、本第三者意見は、本 PIF によるポジティブな効果を定量的に証明するものではなく、その効果について責任を
負うものではありません。本 PIF における KPI の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者
によって定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありません。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 
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